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建築士の学科試験において、「法規を制するものは建築士試験を制する」と言っても過言
ではありません。
一級建築士であれば、５科目の総得点で合格基準点の目安90点、目標100点を取るための
ポイントは、「法規と構造で最低45点、目標50点を取る」ことです。この２科目で総得点の
半分を取らないと残り３科目での挽回はなかなかできません。
今回説明する「法規の得点アップの秘訣」の全体像を示すと次のようになります。

1 条文の読解力アップ

⑴　条文の読解力アップのポイント
⑵　条文を読みやすくする線引きの工夫
①条文に〔　〕を付けてまとまりを明確にする
②ソフトオレンジ・ソフトブルーマーカーの活用

⑶　ひとまとまりの用語として理解するべきもの
⑷　「及び・並びに」の使い分け、「又は・若しくは」の使い分け
⑸　列挙（並列・選択）され、横並びになっているものは何かを意識する
⑹　条文構成の模式化する

2 条文をすばやく引く

⑴　インデックスシールの活用
⑵　法令の全体構造を理解するための目次の活用

3 内容をできるだけ覚える

⑴　面積、高さ、階数
⑵　容積率、建蔽率、高さ制限の計算問題の流れ
⑶　内装制限
⑷　構造計算
⑸　200㎡以内の共同住宅の住戸は諸々の緩和がある

4 法規の勉強方法

5 本試験で制限時間内に解き終えるために

6 最後に
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1  条文の読解力アップ

⑴ 条文の読解力アップのポイント

⑵ 条文を読みやすくする線引きの工夫
ＴＡＣ「建築基準関係法令集」では、線引き見本を次の
URLで公開しています。
https://bookstore.tac-school.co.jp/kenchiku2024/
ここでは特に次の２点をアドバイスをしたいと思います。

①条文に〔　〕を付けてまとまりを明確にする

上記は建築基準法47条（壁面線による建築制限）の例です。
〔　〕を付けることにより、「高さ２ｍをこえる」という条件は門とへいが対象であ
り、壁と柱は高さにかかわらないことが一目瞭然です。
また、ただし書の部分では、歩廊の柱が壁面線を越えるときには「特定行政庁が建

築審査会の同意を得て許可」することが必要であることや、地盤面下の部分はその条
件の対象ではないことが一目瞭然になります。

読解力アップのポイント

並列（及び・並びに）

選択（又は・若しくは）を意識する

文章の構成を理解するためのポイント

大きいくくり

小さいくくり

かっこ書を飛ばして読むPoint １

本文の主語と述語を意識するPoint ２

Point ３

ただし書やかっこ書による除外に注意するPoint ５

ａｎｄ

ｏｒ

列挙（並列・選択）され、横並びになっている
ものは何かを意識する

Point ４

【例】 「～な場合 又は」 という文章の後には
「～な場合」 が来るので、それを探す。
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に接する敷地が第 43 条第１項の規定又は同条
第３項の規定に基づく条例の規定に抵触するこ
ととなる場合においては、特定行政庁は、その
私道の変更又は廃止を禁止し、又は制限するこ
とができる。

２　第９条第２項から第６項まで及び第 15 項の規
定は、前項の措置を命ずる場合に準用する。

【壁面線の指定】
第 46 条　特定行政庁は、街区内における建築物の

位置を整えその環境の向上を図るために必要が
あると認める場合においては、建築審査会の同
意を得て、壁面線を指定することができる。こ
の場合においては、あらかじめ、その指定に利
害関係を有する者の出頭を求めて公開による意
見の聴取を行わなければならない。

２　前項の規定による意見の聴取を行う場合におい
ては、同項の規定による指定の計画並びに意見
の聴取の期日及び場所を期日の３日前までに公
告しなければならない。

３　特定行政庁は、第１項の規定による指定をした
場合においては、遅滞なく、その旨を公告しな
ければならない。

【壁面線による建築制限】
第 47 条　建築物の壁若しくはこれに代る柱又は高

さ２ｍをこえる門若しくはへいは、壁面線を越
えて建築してはならない。ただし、地盤面下の
部分又は特定行政庁が建築審査会の同意を得て
許可した歩廊の柱その他これに類するものにつ
いては、この限りでない。

第３節　建築物の用途

【用途地域等】
第 48 条　第一種低層住居専用地域内においては、

別表第２い項に掲げる建築物以外の建築物は、
建築してはならない。ただし、特定行政庁が第
一種低層住居専用地域における良好な住居の環
境を害するおそれがないと認め、又は公益上や
むを得ないと認めて許可した場合においては、
この限りでない。

▪別表第２➡１１２ 

２　第二種低層住居専用地域内においては、別表第
２ろ項に掲げる建築物以外の建築物は、建築し
てはならない。ただし、特定行政庁が第二種低

層住居専用地域における良好な住居の環境を害
するおそれがないと認め、又は公益上やむを得
ないと認めて許可した場合においては、この限
りでない。

３　第一種中高層住居専用地域内においては、別表
第２は項に掲げる建築物以外の建築物は、建築
してはならない。ただし、特定行政庁が第一種
中高層住居専用地域における良好な住居の環境
を害するおそれがないと認め、又は公益上やむ
を得ないと認めて許可した場合においては、こ
の限りでない。

４　第二種中高層住居専用地域内においては、別表
第２に項に掲げる建築物は、建築してはならな
い。ただし、特定行政庁が第二種中高層住居専
用地域における良好な住居の環境を害するおそ
れがないと認め、又は公益上やむを得ないと認
めて許可した場合においては、この限りでない。

５　第一種住居地域内においては、別表第２ほ項に
掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、
特定行政庁が第一種住居地域における住居の環
境を害するおそれがないと認め、又は公益上や
むを得ないと認めて許可した場合においては、
この限りでない。

６　第二種住居地域内においては、別表第２へ項に
掲げる建築物は、建築してはならない。ただし、
特定行政庁が第二種住居地域における住居の環
境を害するおそれがないと認め、又は公益上や
むを得ないと認めて許可した場合においては、
この限りでない。

７　準住居地域内においては、別表第２と項に掲げ
る建築物は、建築してはならない。ただし、特
定行政庁が準住居地域における住居の環境を害
するおそれがないと認め、又は公益上やむを得
ないと認めて許可した場合においては、この限
りでない。

８　田園住居地域内においては、別表第２ち項に掲
げる建築物以外の建築物は、建築してはならな
い。ただし、特定行政庁が農業の利便及び田園
住居地域における良好な住居の環境を害するお
それがないと認め、又は公益上やむを得ないと
認めて許可した場合においては、この限りでな
い。

９　近隣商業地域内においては、別表第２り項に掲
げる建築物は、建築してはならない。ただし、
特定行政庁が近隣の住宅地の住民に対する日用

建築基準法●　第 46 条
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②ソフトオレンジ・ソフトブルーマーカーの活用
読解力アップのポイントの一つである「かっこ書を飛ばして読む」ために、複雑な
条文では本文にソフトオレンジなどの淡いマーカーをするのがお薦めです。ただし書
ではソフトブルーのマーカーがお薦めです。

⑶ ひとまとまりの用語として理解するべきもの
長い条文や長い試験問題の中には、「ひとまとまりの用語として理解するべきもの」

が含まれていることが多いです。
例えば次のようなものです。
・「日影による中高層の建築物の高さの制限」

　 → 日影規制のこと（法56条の２）
・「第一種低層住居専用地域等内における建築物の高さの限度」

　 → 絶対高さの制限のこと（法55条）
・「容積率の算定の基礎となる延べ面積」

　 → �容積率（延べ面積／敷地面積）を
算定するときの分子になる延べ面
積のこと。容積率を算定するとき
だけ右のように算入しないものが
あります。（法52条）

・「建蔽率の算定の基礎となる建築面積」

　 → �建蔽率（建築面積／敷地面積）を
算定するときの分子になる建築面
積のこと。（令２条１項二号）
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▪政令【検定の基準等】令３条�〜８条�の３➡１３３ 

【建築基準適合判定資格者検定事務を行う者の指定】
第５条の２　国土交通大臣は、第 77 条の２から第
77 条の５までの規定の定めるところにより指
定する者（以下「指定建築基準適合判定資格者
検定機関」という。）に、建築基準適合判定資
格者検定の実施に関する事務（以下「建築基準
適合判定資格者検定事務」という。）を行わせ
ることができる。

２　指定建築基準適合判定資格者検定機関は、前条
第６項に規定する国土交通大臣の職権を行うこ
とができる。

３　国土交通大臣は、第１項の規定による指定をし
たときは、建築基準適合判定資格者検定事務を
行わないものとする。

【受検手数料】
第５条の３　建築基準適合判定資格者検定を受けよ
うとする者（市町村又は都道府県の職員である
者を除く。）は、政令で定めるところにより、
実費を勘案して政令で定める額の受検手数料
を、国（指定建築基準適合判定資格者検定機関
が行う建築基準適合判定資格者検定を受けよう
とする者にあっては、指定建築基準適合判定資
格者検定機関）に納めなければならない。

▪政令【受検手数料】令８条�の３➡１３４ 

２　前項の規定により指定建築基準適合判定資格者
検定機関に納められた受検手数料は、当該指定
建築基準適合判定資格者検定機関の収入とす
る。

【構造計算適合判定資格者検定】
第５条の４　構造計算適合判定資格者検定は、建築
士の設計に係る建築物の計画について第６条の
３第１項の構造計算適合性判定を行うために必
要な知識及び経験について行う。

２　構造計算適合判定資格者検定は、国土交通大臣
が行う。

３　構造計算適合判定資格者検定は、一級建築士試
験に合格した者で、第６条の３第１項の構造計
算適合性判定の業務その他これに類する業務で
政令で定めるものに関して、５年以上の実務の
経験を有するものでなければ受けることができ
ない。

▪政令【受検資格】令８条�の４➡１３４ 

４　構造計算適合判定資格者検定に関する事務をつ
かさどらせるために、国土交通省に、構造計算

適合判定資格者検定委員を置く。ただし、次条
第１項の指定構造計算適合判定資格者検定機関
が同項の構造計算適合判定資格者検定事務を行
う場合においては、この限りでない。

５　第５条第５項の規定は構造計算適合判定資格者
検定委員に、同条第６項から第８項までの規定
は構造計算適合判定資格者検定について準用す
る。この場合において、同条第７項中「次条第
２項」とあるのは、「第５条の５第２項におい
て準用する第５条の２第２項」と読み替えるも
のとする。

【構造計算適合判定資格者検定事務を行う者の指定
等】
第５条の５　国土交通大臣は、第 77 条の 17 の２第
１項及び同条第２項において準用する第 77 条
の３から第 77 条の５までの規定の定めるとこ
ろにより指定する者（以下「指定構造計算適合
判定資格者検定機関」という。）に、構造計算
適合判定資格者検定の実施に関する事務（以下
「構造計算適合判定資格者検定事務」という。）
を行わせることができる。

２　第５条の２第２項及び第５条の３第２項の規定
は指定構造計算適合判定資格者検定機関に、第
５条の２第３項の規定は構造計算適合判定資格
者検定事務に、第５条の３第１項の規定は構造
計算適合判定資格者検定について準用する。こ
の場合において、第５条の２第２項中「前条第
６項」とあるのは「第５条の４第５項において
準用する第５条第６項」と、同条第３項中「第
１項」とあるのは「第５条の５第１項」と、第
５条の３第１項中「者（市町村又は都道府県の
職員である者を除く。）」とあるのは「者」と読
み替えるものとする。

【建築物の設計及び工事監理】
第５条の６　建築士法第３条第１項（同条第２項の
規定により適用される場合を含む。以下同じ。）、
第３条の２第１項（同条第２項において準用す
る同法第３条第２項の規定により適用される場
合を含む。以下同じ。）若しくは第３条の３第
１項（同条第２項において準用する同法第３条
第２項の規定により適用される場合を含む。以
下同じ。）に規定する建築物又は同法第３条の
２第３項（同法第３条の３第２項において読み
替えて準用する場合を含む。以下同じ。）の規
定に基づく条例に規定する建築物の工事は、そ

第 5条の 2　●建築基準法
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れぞれ当該各条に規定する建築士の設計によら
なければ、することができない。

▪建築士法３条�〜３条�の３➡４３７ 

２　建築士法第２条第７項に規定する構造設計図書
による同法第 20 条の２第１項の建築物の工事
は、構造設計一級建築士の構造設計（同法第２
条第７項に規定する構造設計をいう。以下この
項及び次条第３項第二号において同じ。）又は
当該建築物が構造関係規定に適合することを構
造設計一級建築士が確認した構造設計によらな
ければ、することができない。

▪建築士法２0条�の２➡４５１ 

３　建築士法第２条第７項に規定する設備設計図書
による同法第 20 条の３第１項の建築物の工事
は、設備設計一級建築士の設備設計（同法第２
条第７項に規定する設備設計をいう。以下この
項及び次条第３項第三号において同じ。）又は
当該建築物が設備関係規定に適合することを設
備設計一級建築士が確認した設備設計によらな
ければ、することができない。

▪建築士法２0条�の３➡４５１ 

４　建築主は、第１項に規定する工事をする場合に
おいては、それぞれ建築士法第３条第１項、第
３条の２第１項若しくは第３条の３第１項に規
定する建築士又は同法第３条の２第３項の規定
に基づく条例に規定する建築士である工事監理
者を定めなければならない。

５　前項の規定に違反した工事は、することができ
ない。

【建築物の建築等に関する申請及び確認】
第６条　建築主は、第一号から第三号までに掲げる
建築物を建築しようとする場合（増築しようと
する場合においては、建築物が増築後において
第一号から第三号までに掲げる規模のものとな
る場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修
繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合
又は第四号に掲げる建築物を建築しようとする
場合においては、当該工事に着手する前に、そ
の計画が建築基準関係規定（この法律並びにこ
れに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基
準法令の規定」という。）その他建築物の敷地、
構造又は建築設備に関する法律並びにこれに基
づく命令及び条例の規定で政令で定めるものを
いう。以下同じ。）に適合するものであること
について、確認の申請書を提出して建築主事の

確認を受け、確認済証の交付を受けなければな
らない。当該確認を受けた建築物の計画の変更
（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）を
して、第一号から第三号までに掲げる建築物を
建築しようとする場合（増築しようとする場合
においては、建築物が増築後において第一号か
ら第三号までに掲げる規模のものとなる場合を
含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しく
は大規模の模様替をしようとする場合又は第四
号に掲げる建築物を建築しようとする場合も、
同様とする。

▪政令【建築基準関係規定】令９条�➡１３４ 

▪省令【軽微な変更】規則３条�の２第１項➡３１２ 

■関連【建築基準関係規定】バリアフリー法１４条�４項➡５８６� 

■関連【建築基準関係規定】都市緑地法４１条�➡７７８ 

■関連【建築基準関係規定】建築物省エネ法１１条�２項➡８６�１ 

■関連【用途変更に対する準用】法８７条�➡９８ 

■関連【確認等を要しない類似の用途】令１３７条�の１８➡２４６� 

■関連【建築設備への準用】法８７条�の４➡１00 

■関連【確認等を要する建築設備】令１４６�条�➡２５５ 

■関連【工作物への準用】法８８条�➡１0１ 

■関連【工作物の指定】令１３８条�➡２４７ 

■関連【仮設建築物に対する制限の緩和】法８５条�➡９0 

一　別表第１い欄に掲げる用途に供する特殊建築
物で、その用途に供する部分の床面積の合計
が 200㎡を超えるもの

▪別表第１➡１１２ 

二　木造の建築物で３以上の階数を有し、又は延
べ面積が 500㎡、高さが 13 ｍ若しくは軒の
高さが９ｍを超えるもの

三　木造以外の建築物で２以上の階数を有し、又
は延べ面積が 200㎡を超えるもの

四　前３号に掲げる建築物を除くほか、都市計画
区域若しくは準都市計画区域（いずれも都道
府県知事が都道府県都市計画審議会の意見を
聴いて指定する区域を除く。）若しくは景観
法（平成16年法律第110号）第 74 条第１項の準景観
地区（市町村長が指定する区域を除く。）内
又は都道府県知事が関係市町村の意見を聴い
てその区域の全部若しくは一部について指定
する区域内における建築物

▪景観法７４条�１項➡７９８ 

２　前項の規定は、防火地域及び準防火地域外にお
いて建築物を増築し、改築し、又は移転しよう
とする場合で、その増築、改築又は移転に係る
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▪政令【検定の基準等】令３条�〜８条�の３➡１３３ 

【建築基準適合判定資格者検定事務を行う者の指定】
第５条の２　国土交通大臣は、第 77 条の２から第
77 条の５までの規定の定めるところにより指
定する者（以下「指定建築基準適合判定資格者
検定機関」という。）に、建築基準適合判定資
格者検定の実施に関する事務（以下「建築基準
適合判定資格者検定事務」という。）を行わせ
ることができる。

２　指定建築基準適合判定資格者検定機関は、前条
第６項に規定する国土交通大臣の職権を行うこ
とができる。

３　国土交通大臣は、第１項の規定による指定をし
たときは、建築基準適合判定資格者検定事務を
行わないものとする。

【受検手数料】
第５条の３　建築基準適合判定資格者検定を受けよ
うとする者（市町村又は都道府県の職員である
者を除く。）は、政令で定めるところにより、
実費を勘案して政令で定める額の受検手数料
を、国（指定建築基準適合判定資格者検定機関
が行う建築基準適合判定資格者検定を受けよう
とする者にあっては、指定建築基準適合判定資
格者検定機関）に納めなければならない。

▪政令【受検手数料】令８条�の３➡１３４ 

２　前項の規定により指定建築基準適合判定資格者
検定機関に納められた受検手数料は、当該指定
建築基準適合判定資格者検定機関の収入とす
る。

【構造計算適合判定資格者検定】
第５条の４　構造計算適合判定資格者検定は、建築
士の設計に係る建築物の計画について第６条の
３第１項の構造計算適合性判定を行うために必
要な知識及び経験について行う。

２　構造計算適合判定資格者検定は、国土交通大臣
が行う。

３　構造計算適合判定資格者検定は、一級建築士試
験に合格した者で、第６条の３第１項の構造計
算適合性判定の業務その他これに類する業務で
政令で定めるものに関して、５年以上の実務の
経験を有するものでなければ受けることができ
ない。

▪政令【受検資格】令８条�の４➡１３４ 

４　構造計算適合判定資格者検定に関する事務をつ
かさどらせるために、国土交通省に、構造計算

適合判定資格者検定委員を置く。ただし、次条
第１項の指定構造計算適合判定資格者検定機関
が同項の構造計算適合判定資格者検定事務を行
う場合においては、この限りでない。

５　第５条第５項の規定は構造計算適合判定資格者
検定委員に、同条第６項から第８項までの規定
は構造計算適合判定資格者検定について準用す
る。この場合において、同条第７項中「次条第
２項」とあるのは、「第５条の５第２項におい
て準用する第５条の２第２項」と読み替えるも
のとする。

【構造計算適合判定資格者検定事務を行う者の指定
等】
第５条の５　国土交通大臣は、第 77 条の 17 の２第
１項及び同条第２項において準用する第 77 条
の３から第 77 条の５までの規定の定めるとこ
ろにより指定する者（以下「指定構造計算適合
判定資格者検定機関」という。）に、構造計算
適合判定資格者検定の実施に関する事務（以下
「構造計算適合判定資格者検定事務」という。）
を行わせることができる。

２　第５条の２第２項及び第５条の３第２項の規定
は指定構造計算適合判定資格者検定機関に、第
５条の２第３項の規定は構造計算適合判定資格
者検定事務に、第５条の３第１項の規定は構造
計算適合判定資格者検定について準用する。こ
の場合において、第５条の２第２項中「前条第
６項」とあるのは「第５条の４第５項において
準用する第５条第６項」と、同条第３項中「第
１項」とあるのは「第５条の５第１項」と、第
５条の３第１項中「者（市町村又は都道府県の
職員である者を除く。）」とあるのは「者」と読
み替えるものとする。

【建築物の設計及び工事監理】
第５条の６　建築士法第３条第１項（同条第２項の
規定により適用される場合を含む。以下同じ。）、
第３条の２第１項（同条第２項において準用す
る同法第３条第２項の規定により適用される場
合を含む。以下同じ。）若しくは第３条の３第
１項（同条第２項において準用する同法第３条
第２項の規定により適用される場合を含む。以
下同じ。）に規定する建築物又は同法第３条の
２第３項（同法第３条の３第２項において読み
替えて準用する場合を含む。以下同じ。）の規
定に基づく条例に規定する建築物の工事は、そ
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れぞれ当該各条に規定する建築士の設計によら
なければ、することができない。

▪建築士法３条�〜３条�の３➡４３７ 

２　建築士法第２条第７項に規定する構造設計図書
による同法第 20 条の２第１項の建築物の工事
は、構造設計一級建築士の構造設計（同法第２
条第７項に規定する構造設計をいう。以下この
項及び次条第３項第二号において同じ。）又は
当該建築物が構造関係規定に適合することを構
造設計一級建築士が確認した構造設計によらな
ければ、することができない。

▪建築士法２0条�の２➡４５１ 

３　建築士法第２条第７項に規定する設備設計図書
による同法第 20 条の３第１項の建築物の工事
は、設備設計一級建築士の設備設計（同法第２
条第７項に規定する設備設計をいう。以下この
項及び次条第３項第三号において同じ。）又は
当該建築物が設備関係規定に適合することを設
備設計一級建築士が確認した設備設計によらな
ければ、することができない。

▪建築士法２0条�の３➡４５１ 

４　建築主は、第１項に規定する工事をする場合に
おいては、それぞれ建築士法第３条第１項、第
３条の２第１項若しくは第３条の３第１項に規
定する建築士又は同法第３条の２第３項の規定
に基づく条例に規定する建築士である工事監理
者を定めなければならない。

５　前項の規定に違反した工事は、することができ
ない。

【建築物の建築等に関する申請及び確認】
第６条　建築主は、第一号から第三号までに掲げる
建築物を建築しようとする場合（増築しようと
する場合においては、建築物が増築後において
第一号から第三号までに掲げる規模のものとな
る場合を含む。）、これらの建築物の大規模の修
繕若しくは大規模の模様替をしようとする場合
又は第四号に掲げる建築物を建築しようとする
場合においては、当該工事に着手する前に、そ
の計画が建築基準関係規定（この法律並びにこ
れに基づく命令及び条例の規定（以下「建築基
準法令の規定」という。）その他建築物の敷地、
構造又は建築設備に関する法律並びにこれに基
づく命令及び条例の規定で政令で定めるものを
いう。以下同じ。）に適合するものであること
について、確認の申請書を提出して建築主事の

確認を受け、確認済証の交付を受けなければな
らない。当該確認を受けた建築物の計画の変更
（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）を
して、第一号から第三号までに掲げる建築物を
建築しようとする場合（増築しようとする場合
においては、建築物が増築後において第一号か
ら第三号までに掲げる規模のものとなる場合を
含む。）、これらの建築物の大規模の修繕若しく
は大規模の模様替をしようとする場合又は第四
号に掲げる建築物を建築しようとする場合も、
同様とする。

▪政令【建築基準関係規定】令９条�➡１３４ 

▪省令【軽微な変更】規則３条�の２第１項➡３１２ 

■関連【建築基準関係規定】バリアフリー法１４条�４項➡５８６� 

■関連【建築基準関係規定】都市緑地法４１条�➡７７８ 

■関連【建築基準関係規定】建築物省エネ法１１条�２項➡８６�１ 

■関連【用途変更に対する準用】法８７条�➡９８ 

■関連【確認等を要しない類似の用途】令１３７条�の１８➡２４６� 

■関連【建築設備への準用】法８７条�の４➡１00 

■関連【確認等を要する建築設備】令１４６�条�➡２５５ 

■関連【工作物への準用】法８８条�➡１0１ 

■関連【工作物の指定】令１３８条�➡２４７ 

■関連【仮設建築物に対する制限の緩和】法８５条�➡９0 

一　別表第１い欄に掲げる用途に供する特殊建築
物で、その用途に供する部分の床面積の合計
が 200㎡を超えるもの

▪別表第１➡１１２ 

二　木造の建築物で３以上の階数を有し、又は延
べ面積が 500㎡、高さが 13 ｍ若しくは軒の
高さが９ｍを超えるもの

三　木造以外の建築物で２以上の階数を有し、又
は延べ面積が 200㎡を超えるもの

四　前３号に掲げる建築物を除くほか、都市計画
区域若しくは準都市計画区域（いずれも都道
府県知事が都道府県都市計画審議会の意見を
聴いて指定する区域を除く。）若しくは景観
法（平成16年法律第110号）第 74 条第１項の準景観
地区（市町村長が指定する区域を除く。）内
又は都道府県知事が関係市町村の意見を聴い
てその区域の全部若しくは一部について指定
する区域内における建築物

▪景観法７４条�１項➡７９８ 

２　前項の規定は、防火地域及び準防火地域外にお
いて建築物を増築し、改築し、又は移転しよう
とする場合で、その増築、改築又は移転に係る
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建築基準法６条の本文に淡いマーカーを引いた例

★ポイント★

「容積率の算定の基礎となる延べ面積」に
算入しないもの
①令２条１項四号イ～ヘ、同条３項
　（自動車車庫等部分など）
②法52条３項
　（�地階の住宅・老人ホーム等の全体の 

１/３まで）
③法52条６項
　（�ＥＶ昇降路、共同住宅・老人ホーム等

の共用の廊下・階段）
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⑷ 「及び・並びに」の使い分け、「又は・若しくは」の使い分け
複雑な条文を理解するときに威力を発揮するのが次のルールです。

・�英語で言う「and（両方）」には「及び」を使い、「or（どちらか）」には「又は」を
使うのが原則です。

・�列記するものの最後に「及び」や「又は」を使います。３つを列記する場合は「Ａ、
Ｂ及びＣ」であって、決して「Ａ及びＢ及びＣ」や「Ａ及びＢ、Ｃ」とはなりません。

・�補助的に使う「並びに」や「若しくは」が出てきたら、大小のくくりがあることが分
かります。大小のくくりがなければ「並びに」「若しくは」は出てきません。

・�「and（両方）」で補助的に使う「並びに」は大くくりに使い、「or（どちらか）」で補
助的に使う「若しくは」は小くくりに使うのがややこしいため、それを覚えるための
ゴロ合わせが「奈良大�弱小」です。（「若」は「じゃく」とも読みます。）

この知識があると法２条一号の「建築物」の定義は次のような構成になっていること
が正しく理解できます。

ポイントは次のとおりです。
・�上記①の正しい読み方は［屋根及び（柱若しくは壁）」を有するもの］です。［（屋根

及びと並びに

法令用語

又はと若しくは

英語の「ａｎｄ」

英語の「ｏｒ」

奈良大 弱小

「並びに」は大くくり・「若しくは」は小くくり

①基本は「及び」
Ａ及びＢ Ａ、Ｂ及びＣ

②大小のくくりがある場合は
大きいほうに「並びに」を用いる
Ａ並びに（Ｂ、Ｃ及びＤ）

①基本は「又は」
Ａ又はＢ Ａ、Ｂ又はＣ

②大小のくくりがある場合は
小さいほうに「若しくは」を用いる
Ａ又は（Ｂ、Ｃ若しくはＤ）

参考

原則の「及び」と「又は」は１回だ
け使う。それ以外は全て補助として
の「並びに」と「若しくは」を使う。
・（（Ａ及びＢ）並びにＣ）並びにＤ
　原則のand
　最も小さい小括弧に使う
・�（（Ａ若しくはＢ）若しくはＣ）�

又はＤ
　原則のor
　最も大きい大括弧に使う

法２条一号「建築物」の定義
土地に定着する工作物のうち、

① ［屋根及び（柱若しくは壁）を有するもの（略）］、

② ［これに附属する（門若しくは塀）］ 、

③ ［観覧のための工作物］

又は

④ ［（地下若しくは高架）の工作物内に設ける事務所、店舗、

興行場、倉庫その他これらに類する施設］

（略※）をいい、建築設備を含むものとする。

上記最後の（略※）の部分

① ［（鉄道及び軌道）の線路敷地内の運転保安に関する施設］
並びに

② ［跨線橋、プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに
類する施設］

を除く。

建築物

工作物

奈良大 弱小
「並びに」大くくり・「若しくは」小くくり

PH
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及び柱）若しくは壁を有するもの］ではありません。つまり、屋根を有しないもの
は①には該当しません。
・�ただし、全体が「①、②、③又は④」という構成になっており、①～④のいずれか
に該当すれば建築物です。したがって、例えば「土地に定着する観覧のための工作
物で、屋根を有しないもの（屋外スタジアム等）」は、①には該当しませんが、③
に該当し、「建築物」です。

⑸ 列挙（並列・選択）され、横並びになっているものは何かを意識する
【例】「～な場合又は」という文章の後には「～な場合」が来るので、それを探す。

⑹ 条文構成を模式化する
複雑な条文を理解するためには、模式化をするのが有効です。
例えば、建築士試験で頻出の法53条３項の建蔽率の緩和です。
まずは条文から見ていきます。

木造の建築物で３以上の階数を有し、又は

延べ面積が500㎡、高さが13ｍ若しくは

軒の高さが９ｍを超えるもの

３以上の階数を有し、

を超える

又は

延べ面積が500㎡
高さが13ｍ 若しくは
軒の高さが９ｍ

木造の
建築物で

法６条１項二号
P１

もの

誤

正

士法３条１項一号

用途と建築物が「又は」で横並びになるのはおかしい

用途

建築物

P２
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これを次のように模式化するのです。

二号

一号

イ 耐火建築物等

耐火建築物
又は

延焼防止建築物

ロ 準耐火建築物等

準耐火建築物
又は

準延焼防止建築物

法53条３項 建蔽率の緩和

又は

街区の角で特定行政庁が指定

１
10

＋

一号
又は
二号

２
10

＋

一号
及び
二号

防火地域内
（８/10以外）
にあるイ

準防火地域内
にある
イ若しくはロ

P7

■法53条３項
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五　工業地域内の建築物
　　　　　	　又は　のうち当該地域に関する都市

計画において定められたもの
六　用途地域の指定のない区域内の建築物
　　　　　	　、	　、	　、	　又は	　のうち、特定行

政庁が土地利用の状況等を考慮し当該
区域を区分して都道府県都市計画審議
会の議を経て定めるもの

２　建築物の敷地が前項の規定による建築物の建蔽
率に関する制限を受ける地域又は区域の２以上
にわたる場合においては、当該建築物の建蔽率
は、同項の規定による当該各地域又は区域内の
建築物の建蔽率の限度にその敷地の当該地域又
は区域内にある各部分の面積の敷地面積に対す
る割合を乗じて得たものの合計以下でなければ
ならない。

３　前２項の規定の適用については、第一号又は第
二号のいずれかに該当する建築物にあっては
第１項各号に定める数値に　	を加えたものを
もって当該各号に定める数値とし、第一号及び
第二号に該当する建築物にあっては同項各号に
定める数値に　を加えたものをもって当該各号
に定める数値とする。
一　防火地域（第１項第二号から第四号までの規

定により建蔽率の限度が　とされている地域
を除く。）内にあるイに該当する建築物又は
準防火地域内にあるイ若しくはロのいずれか
に該当する建築物
イ　耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防止
性能（通常の火災による周囲への延焼を防
止するために壁、柱、床その他の建築物の
部分及び防火戸その他の＊１ 政令で定める
防火設備に必要とされる性能をいう。ロに
おいて同じ。）を有するものとして＊２ 政令
で定める建築物（以下この条及び第 67 条
第１項において「耐火建築物等」という。）

▪＊１ 政令【防火戸その他の防火設備】令１0９条�➡１７３ 

▪＊２ 政令【耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を

有する建築物等】令１３５条�の２0第１項➡２２５ 

■関連【延焼防止建築物】令１３６�条�の２第一号ロ➡２２６� 

ロ　準耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防
止性能を有するものとして政令で定める建
築物（耐火建築物等を除く。第８項及び
第 67 条第１項において「準耐火建築物等」

8
10

5
10

6
10

3
10

4
10

5
10

6
10

7
10

1
10

2
10

8
10

という。）
▪政令【耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を

有する建築物等】令１３５条�の２0第２項➡２２５ 

■関連【準延焼防止建築物】令１３６�条�の２第二号ロ➡２２７ 

二　街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で
特定行政庁が指定するものの内にある建築物

４　隣地境界線から後退して壁面線の指定がある場
合又は第 68 条の２第１項の規定に基づく条例
で定める壁面の位置の制限（隣地境界線に面す
る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置及び隣
地境界線に面する高さ２ｍを超える門又は塀の
位置を制限するものに限る。）がある場合にお
いて、当該壁面線又は壁面の位置の制限として
定められた限度の線を越えない建築物（ひさし
その他の建築物の部分で政令で定めるものを除
く。次項において同じ。）で、特定行政庁が安
全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて許
可したものの建蔽率は、前３項の規定にかかわ
らず、その許可の範囲内において、前３項の規
定による限度を超えるものとすることができ
る。

▪政令【建蔽率の緩和に当たり建築物から除かれる部分】

令１３５条�の２１➡２２５ 

５　次の各号のいずれかに該当する建築物で、特定
行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がない
と認めて許可したものの建蔽率は、第１項から
第３項までの規定にかかわらず、その許可の範
囲内において、これらの規定による限度を超え
るものとすることができる。

一　特定行政庁が街区における避難上及び消火上
必要な機能の確保を図るため必要と認めて前
面道路の境界線から後退して壁面線を指定し
た場合における、当該壁面線を越えない建築
物

二　特定防災街区整備地区に関する都市計画にお
いて特定防災機能（密集市街地整備法第２条
第三号に規定する特定防災機能をいう。次号
において同じ。）の確保を図るため必要な壁
面の位置の制限（道路に面する建築物の壁又
はこれに代わる柱の位置及び道路に面する高
さ２ｍを超える門又は塀の位置を制限するも
のに限る。同号において同じ。）が定められ
た場合における、当該壁面の位置の制限とし
て定められた限度の線を越えない建築物

三　第 68 条の２第１項の規定に基づく条例にお

建築基準法●　第 53 条
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五　工業地域内の建築物
　　　　　	　又は　のうち当該地域に関する都市

計画において定められたもの
六　用途地域の指定のない区域内の建築物
　　　　　	　、	　、	　、	　又は	　のうち、特定行

政庁が土地利用の状況等を考慮し当該
区域を区分して都道府県都市計画審議
会の議を経て定めるもの

２　建築物の敷地が前項の規定による建築物の建蔽
率に関する制限を受ける地域又は区域の２以上
にわたる場合においては、当該建築物の建蔽率
は、同項の規定による当該各地域又は区域内の
建築物の建蔽率の限度にその敷地の当該地域又
は区域内にある各部分の面積の敷地面積に対す
る割合を乗じて得たものの合計以下でなければ
ならない。

３　前２項の規定の適用については、第一号又は第
二号のいずれかに該当する建築物にあっては
第１項各号に定める数値に　	を加えたものを
もって当該各号に定める数値とし、第一号及び
第二号に該当する建築物にあっては同項各号に
定める数値に　を加えたものをもって当該各号
に定める数値とする。
一　防火地域（第１項第二号から第四号までの規

定により建蔽率の限度が　とされている地域
を除く。）内にあるイに該当する建築物又は
準防火地域内にあるイ若しくはロのいずれか
に該当する建築物
イ　耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防止
性能（通常の火災による周囲への延焼を防
止するために壁、柱、床その他の建築物の
部分及び防火戸その他の＊１ 政令で定める
防火設備に必要とされる性能をいう。ロに
おいて同じ。）を有するものとして＊２ 政令
で定める建築物（以下この条及び第 67 条
第１項において「耐火建築物等」という。）

▪＊１ 政令【防火戸その他の防火設備】令１0９条�➡１７３ 

▪＊２ 政令【耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を

有する建築物等】令１３５条�の２0第１項➡２２５ 

■関連【延焼防止建築物】令１３６�条�の２第一号ロ➡２２６� 

ロ　準耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防
止性能を有するものとして政令で定める建
築物（耐火建築物等を除く。第８項及び
第 67 条第１項において「準耐火建築物等」
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という。）
▪政令【耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を

有する建築物等】令１３５条�の２0第２項➡２２５ 

■関連【準延焼防止建築物】令１３６�条�の２第二号ロ➡２２７ 

二　街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で
特定行政庁が指定するものの内にある建築物

４　隣地境界線から後退して壁面線の指定がある場
合又は第 68 条の２第１項の規定に基づく条例
で定める壁面の位置の制限（隣地境界線に面す
る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置及び隣
地境界線に面する高さ２ｍを超える門又は塀の
位置を制限するものに限る。）がある場合にお
いて、当該壁面線又は壁面の位置の制限として
定められた限度の線を越えない建築物（ひさし
その他の建築物の部分で政令で定めるものを除
く。次項において同じ。）で、特定行政庁が安
全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて許
可したものの建蔽率は、前３項の規定にかかわ
らず、その許可の範囲内において、前３項の規
定による限度を超えるものとすることができ
る。

▪政令【建蔽率の緩和に当たり建築物から除かれる部分】

令１３５条�の２１➡２２５ 

５　次の各号のいずれかに該当する建築物で、特定
行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がない
と認めて許可したものの建蔽率は、第１項から
第３項までの規定にかかわらず、その許可の範
囲内において、これらの規定による限度を超え
るものとすることができる。

一　特定行政庁が街区における避難上及び消火上
必要な機能の確保を図るため必要と認めて前
面道路の境界線から後退して壁面線を指定し
た場合における、当該壁面線を越えない建築
物

二　特定防災街区整備地区に関する都市計画にお
いて特定防災機能（密集市街地整備法第２条
第三号に規定する特定防災機能をいう。次号
において同じ。）の確保を図るため必要な壁
面の位置の制限（道路に面する建築物の壁又
はこれに代わる柱の位置及び道路に面する高
さ２ｍを超える門又は塀の位置を制限するも
のに限る。同号において同じ。）が定められ
た場合における、当該壁面の位置の制限とし
て定められた限度の線を越えない建築物

三　第 68 条の２第１項の規定に基づく条例にお
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五　工業地域内の建築物
　　　　　	　又は　のうち当該地域に関する都市

計画において定められたもの
六　用途地域の指定のない区域内の建築物
　　　　　	　、	　、	　、	　又は	　のうち、特定行

政庁が土地利用の状況等を考慮し当該
区域を区分して都道府県都市計画審議
会の議を経て定めるもの

２　建築物の敷地が前項の規定による建築物の建蔽
率に関する制限を受ける地域又は区域の２以上
にわたる場合においては、当該建築物の建蔽率
は、同項の規定による当該各地域又は区域内の
建築物の建蔽率の限度にその敷地の当該地域又
は区域内にある各部分の面積の敷地面積に対す
る割合を乗じて得たものの合計以下でなければ
ならない。

３　前２項の規定の適用については、第一号又は第
二号のいずれかに該当する建築物にあっては
第１項各号に定める数値に　	を加えたものを
もって当該各号に定める数値とし、第一号及び
第二号に該当する建築物にあっては同項各号に
定める数値に　を加えたものをもって当該各号
に定める数値とする。

一　防火地域（第１項第二号から第四号までの規
定により建蔽率の限度が　とされている地域
を除く。）内にあるイに該当する建築物又は
準防火地域内にあるイ若しくはロのいずれか
に該当する建築物

イ　耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防止
性能（通常の火災による周囲への延焼を防
止するために壁、柱、床その他の建築物の
部分及び防火戸その他の＊１ 政令で定める
防火設備に必要とされる性能をいう。ロに
おいて同じ。）を有するものとして＊２ 政令
で定める建築物（以下この条及び第 67 条
第１項において「耐火建築物等」という。）

▪＊１ 政令【防火戸その他の防火設備】令１0９条�➡１７３ 

▪＊２ 政令【耐火建築物と同等以上の延焼防止性能を

有する建築物等】令１３５条�の２0第１項➡２２５ 

■関連【延焼防止建築物】令１３６�条�の２第一号ロ➡２２６� 

ロ　準耐火建築物又はこれと同等以上の延焼防
止性能を有するものとして政令で定める建
築物（耐火建築物等を除く。第８項及び
第 67 条第１項において「準耐火建築物等」
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■関連【準延焼防止建築物】令１３６�条�の２第二号ロ➡２２７ 

二　街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で
特定行政庁が指定するものの内にある建築物

４　隣地境界線から後退して壁面線の指定がある場
合又は第 68 条の２第１項の規定に基づく条例
で定める壁面の位置の制限（隣地境界線に面す
る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置及び隣
地境界線に面する高さ２ｍを超える門又は塀の
位置を制限するものに限る。）がある場合にお
いて、当該壁面線又は壁面の位置の制限として
定められた限度の線を越えない建築物（ひさし
その他の建築物の部分で政令で定めるものを除
く。次項において同じ。）で、特定行政庁が安
全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて許
可したものの建蔽率は、前３項の規定にかかわ
らず、その許可の範囲内において、前３項の規
定による限度を超えるものとすることができ
る。

▪政令【建蔽率の緩和に当たり建築物から除かれる部分】

令１３５条�の２１➡２２５ 

５　次の各号のいずれかに該当する建築物で、特定
行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がない
と認めて許可したものの建蔽率は、第１項から
第３項までの規定にかかわらず、その許可の範
囲内において、これらの規定による限度を超え
るものとすることができる。

一　特定行政庁が街区における避難上及び消火上
必要な機能の確保を図るため必要と認めて前
面道路の境界線から後退して壁面線を指定し
た場合における、当該壁面線を越えない建築
物

二　特定防災街区整備地区に関する都市計画にお
いて特定防災機能（密集市街地整備法第２条
第三号に規定する特定防災機能をいう。次号
において同じ。）の確保を図るため必要な壁
面の位置の制限（道路に面する建築物の壁又
はこれに代わる柱の位置及び道路に面する高
さ２ｍを超える門又は塀の位置を制限するも
のに限る。同号において同じ。）が定められ
た場合における、当該壁面の位置の制限とし
て定められた限度の線を越えない建築物

三　第 68 条の２第１項の規定に基づく条例にお

建築基準法●　第 53 条

〔

〔 〔

〔 〔

〔

〔

〔

〔

〔
〔

〕

〕

〕

〕

〕

〕

〕

〕

〕

〕

〕
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2  条文をすばやく引く

引きたい条文をすばやく引くために重要なのは次の２点です。

⑴ インデックスシールの活用
・�ＴＡＣ法令集のインデックスシールは、防火関係規定は赤、避難関係規定は緑などの
色分けにもこだわり、また、建築基準法の単体規定、集団規定などのインデックスシ
ールがそれぞれ１列ですべて見渡せ、重ならないようにするなどの工夫をしています。

・�ＴＡＣ法令集では、法令集の上辺にあいうえお順のインデックスシールを付け、見付
けにくい用語をすばやく引ける工夫をしています。特に試験問題でよく出る「特定避
難時間」、「特定防火設備」などの「特定…」に関する用語も１列にまとめています。

・�折に触れてインデックスシールの内容を確認するのが有効です。せっかくインデック
スシールが貼ってあるのにそれを忘れていたということがないように。

⑵ 法令の全体構造を理解するための目次の活用
一通りの学習を終えた後に目次で章の構成、節の構成、条文の構成をよく見てみると、

法令の全体構造が理解でき、条文の場所が分かるようになります。

3  内容をできるだけ覚える

法規の出題の答えは法令集にすべて載っているわけですが、試験会場で問題のすべてを
法令集で調べて、条文を解釈している時間はありません。したがって、普段の勉強におい
て、法規の内容はできるだけ覚えることが重要です。
具体的な例をいくつか挙げていきます。

⑴ 面積、高さ、階数（令２条）
面積、高さ、階数において、次表の内容、特に「容積率の算定の基礎となる延べ面積」

は、屋上部分、地階部分が建築面積の１/８以下であっても算入されるということは整
理して覚えておくべき内容です。

面積、高さ、階数のポイント

容積率の算定
の基礎となる

延べ面積
高 さ 階 数

自動車車庫・
備蓄倉庫等

延べ面積の
1/5～1/100

まで算入しない
算 入 算 入

屋上部分
（昇降機塔等）

算 入

建築面積の
1/8以下の場合
は算入しない。
（12or5ｍまで）

建築面積の
1/8以下の場合
は算入しない。

地階部分
（倉庫、機械室
等に限る）

算 入 －
建築面積の

1/8以下の場合
は算入しない。

※

PL
・令２条四号（延べ面積）
・令２条六号（建築物の高さ）
・令２条八号（階数）

★注意★

地階に防災センター（居室）がある
場合は面積にかかわらず地階に算入
される。

※避雷設備、北側斜線制限などを検討する場合を除く
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⑵ 容積率、建蔽率、高さ制限の計算問題の流れ（法52条、53条、56条）
容積率、建蔽率、高さ制限の計算問題は流れを覚えておいて、法令集を見るのは数値

の確認だけ、例えば、前面道路幅員による容積率を求めるときの係数である４/10、６
/10や、高さ制限の勾配などの数値を確認するためだけにしないといけません。

⑶ 内装制限（令128条の３の２、令128条の４、令128条の５）
内装制限の条文は煩雑ですが、ポイントは次表のように整理することができ、頑張れ

ば覚えられる内容です。正確に覚えられなかったとしても、少なくとも正しい・誤りの
アタリは付けられるようになります。

内装制限のポイント

①通路はすべて「準不燃以上」が求められている。
②�内装制限では「不燃材料とした。」「準不燃材料とした。」という設問は、条文を見るま

でもなく正しい。
③�「学校等」は、内装制限を受けない。ただし、博物館、美術館、図書館は「学校等」
に含まれず、令128条の４第２項、３項の規模に該当すれば内装制限を受ける。

 　「学校等」が出てくるところは次の３つ。
　　・令126条の２第１項二号（排煙設備）
　　・令126条の４第三号（非常用の照明装置）
　　・令128条の４第２項・３項�→�令128条の５第４項（内装制限）

内装制限を受ける建築物 内装の仕上げ

令128条の５ 居室（又は当該部分） 通路

令128条の３の２ 無窓居室 ５項 準不燃以上 準不燃以上

一号　法別表１(１)(２)(４)項 １項
難燃以上（※）
（壁1.2ｍ以下除く）

準不燃以上

二号　自動車車庫等 ２項 準不燃以上 準不燃以上

三号　地階の特殊建築物 ３項 準不燃以上 準不燃以上

２項

３項

４項 火気使用室 ６項 準不燃以上 －

内装制限のポイント ※３階建て以上の建築物の居室の天井は準不燃材料等

① 通路はすべて「準不燃以上」が求められている。

② 内装制限では「不燃材料とした。」「準不燃材料とした。」という設問は、条文を見るまでもなく正しい。

③「学校等」は、内装制限を受けない。ただし、博物館、美術館、図書館は「学校等」に含まれず、令128条の４

　 第２項、３項の規模に該当すれば内装制限を受ける。

　「学校等」が出てくるところは次の３つ。

　　・令126条の２第１項二号（排煙設備）

　　・令126条の４第三号（非常用の照明装置）

　　・令128条の４第２項・３項 → 令128条の５第４項（内装制限）

４項
難燃以上
（壁1.2ｍ以下除く）

準不燃以上

令128条の４

１項 特殊建築物

大規模建築物
階数３以上　　500㎡超
階数２　　　　1,000㎡超
階数１　　　　3,000㎡超
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⑷ 構造計算（法20条、令81条、令36条等）
構造種別・規模ごとに必要な構造計算、仕様規定、構造設計一級建築士の関与、適判

の有無、構造安全証明書の有無についての条文は煩雑ですので、科目「構造」のために
も覚えておきたい内容です。

また、それぞれの構造計算を行ったときに適合させるべき仕様規定は次のように整理
することができます。

⑸ 200㎡以内の共同住宅の住戸は諸々の緩和がある
200㎡以内の共同住宅の住戸は、次の規定で緩和があります。
・高層区画（令112条10項）
・竪穴区画（令112条11項二号）
・避難階段の設置（令122条）
・排煙設備の設置（令126条の２）
・内装制限（令128条の５第１項）
これも覚えておくと正しい・誤りのアタリが付く試験のテクニックです。

木 造 Ｓ 造 ＲＣ造

高さ60ｍ超

高さ31ｍ超

高さ20ｍ超

高さ13ｍ超
（軒高９ｍ超）

時刻歴応答解析

限界耐力計算 or

保有水平耐力計算

許容応力度等計算

許容応力度計算

階数３以上
or 500㎡超

階数２以上
or 200㎡超

（階数４以上）

階数・面積

構造計算

適
判
必
要

構
造
設
計
一
級
の
関
与

一号

二号

三号

四号

基準法
20条１項

ルート３

ルート２

ルート１

耐久性等
関係規定

仕様規定
一部除外

全仕様
規定

構造
安全
証明書

改済

PA

構造方法に関する技術的基準（仕様規定）

全仕様規定（３章１節から７節の２まで）

耐久性等関係規定

強度に
関する
規定

●許容応力度等計算
●許容応力度計算
●構造計算不要（四号建築物）
において適用される規定（令36条２項三号・３項）

ボルト接合、
鉄筋等
の規定

●保有水平耐力計算
において除外される規定
（令36条２項一号）

全
仕
様
規
定

●時刻歴応答解析
●限界耐力計算
において適用される規定
（令36条１項・２項二号）

P4
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4  法規の勉強方法

法規の勉強でも他の科目と同様に問題集の実施が中心になりますが、設問と法令集の字
面を見比べるだけの学習では法規の得点アップはできません。
問題集実施上の注意点は次のとおりです。

⑴ 設問を読むときの注意点
設問を読んですぐに法令集に飛び付かない。設問の意味を考え、意味を理解しようと

努力する。

⑵ 法令集を見るときの注意点
・法令集を見ないで判断できる設問ならば、法令集は見ない。
・あてずっぽうで条文を探さない。
・「この条文はきっとこの辺りにある」という確信又は予想を立ててから法令集を見る。

⑶ 解説を見るときの注意点
解説に書いてある条文番号を見て、そこを開くだけの学習ではダメ。
どうしたらその条文にたどり着けるか考える。
・インデックスシールを使う。
・目次を使う。
・法令集の全体構造を理解する。

⑷ 最後にもう一度、設問の意味を考え、覚える努力をする
もちろん、細かい数値を覚える必要はない。

5  本試験で制限時間内に解き終えるために

本試験で設問のすべてを法令集で調べている時間はまったくありません。
一級建築士試験では、一つの設問で調べることができるのは、多くて選択肢２つまでで
す。
「本試験での解答時間短縮」の具体的な方法と、そのために必要な「普段の勉強」のポ
イントは次のとおりです。

⑴ 本試験での解答時間短縮について
法規では「誤っているもの」を選択する問題がほとんどですが、各選択肢を「誤りの

可能性」等の点から次の４つに分類したとき、次のようなイメージで問題を解いていく
ことが、本試験の制限時間内で解き終えるためのポイントです。

特に表の３の選択肢の解き方を間違えると制限時間内では終わらないので、要注意！
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本試験での解答時間短縮のポイントは「多分この肢が誤りだろう」「この肢が誤りかも

しれない」という絞り込みができること、そしてその勘所が当たること！

そのためには問題集の実施あるのみ！

⑵ 本試験での解答時間短縮のための「普段の勉強」におけるポイント
本試験では上記のように短時間で解かなければなりませんが、普段の勉強では、逆に、

どうしたら本試験で早く解けるようになるかを「じっくり」考えることが重要です。

具体的には解答時間短縮のために、次のような対策を「じっくり」行うことが大事です。
①過去問を理解して覚える。

完全に覚えきれない場合であっても「多分この肢が誤りだろう」「この肢が誤りかも

しれない」という勘所が効くようにすることが大事。

②線引きを工夫して、条文の内容が一目で分かるようにする。
③インデックスシールを工夫して、条文の場所に早くたどり着けるようにする。
④法から施行令に飛んでいる部分を直接施行令に飛べるようにする。
⑤電車の中も有効活用する。

「過去問を理解して覚える」ためには、必ずしも法令集は必要ない。したがって、
電車の中なども有効に使える。自宅などでじっくり法令集を見ながら解いた問題の結
果を覚えるために、翌日の電車の中で復習することも効果的。

選択肢の４つの分類 本試験での解き方 備考

１．�暗記している内容で「誤り」
を確信できる選択肢

それを法令集で調べずに解答とし
て、それ以降の選択肢は見ずに次
の問題に移る。

それ以降の選択肢を見ていると時
間が無くなる。

２．�「多分この肢が誤りだろう」
と強く思える選択肢

それを法令集で調べて、「誤り」
であることを確認して、それ以降
の選択肢は見ずに次の問題に移る。

３．�「この肢が誤りかもしれない」
と思う選択肢や、「条文の場
所は分かるが、誤りか見当が
付かない」という選択肢

　　（こういう選択肢が多い）

①�そのような選択肢を１肢ごとに
法令集で調べず、まずはそれ以
降の選択肢も一通り見る。

②�すべての選択肢を一通り見て、
「誤り」の第一候補を法令集で
調べる。

③�もしも第一候補が外れた場合
は、第二候補を調べる。

④�もしも第二候補も外れた場合
は、第三候補を調べずに、その
問題は飛ばして次の問題に移る。

・�これを１肢ごとに法令集で調べ
ると時間が無くなる。

・�それ以降の選択肢の中にもっと
「誤り」の可能性が高い選択肢
があることがあるため、一通り
見ることが有効。

・左記④の補足
選択肢を３つも法令集で調べて
いる時間はない。第二候補も外
れるような場合は、勉強量が足
りなかったか、若しくは、その
問題は難しい。

４．�条文の場所の見当が付かない
選択肢

法令集で調べない。あてずっぽう
で条文を探している時間はない。
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6  最後に

合格者の共通点として「最初は条文を理解するためにじっくり時間をかけ、試験直前は
法令集をほとんど見ないで暗記で解答していく」傾向があります。
一度きちんと理解すれば覚えやすくなるため、どんどん時間も短縮し、得点もアップし

ます。
さらに何と言っても覚えられるぐらい問題集を繰り返し実施しているということです。
一級建築士学科試験には５科目ありますが、その中で実務に直結して役に立つのは間違

いなく法規だと思います。
実務のためにも法規をしっかり理解してください。そのためにも設問と法令集の字面を

見比べるだけの学習ではもったいないです。
時間をかければかけただけ法規は得点に直結しますので、法規で得点アップして合格に

一歩も二歩も近づきましょう。


